様式２
誓　約　書

[bookmark: _Hlk225330900]「尼崎市行政手続案内システムの導入及び利用について」に係る提案参加に当たり下記の事項について誓約いたします。
なお、誓約事項等に違反が判明した場合の弊社に対する措置等については、何ら弊社からの不服等は申し出ることなく、貴市の指示に従います。

記

1. 地方自治法施行令第１６７条の４に該当しないものであること。
1. 宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと。
1. 特定の公職者（候補者を含む）、又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。
1. 代表者及び役員に禁固以上の刑に処せられている者がいる団体でないこと。
1. 会社更生法に基づく更正手続開始の申立又は民事再生法に基づく再生手続開始の申立がなされていないものであること。
1. 受託者（受託者が事業協同組合又は共同企業体（以下「共同企業体等」という。）であるときは、その構成員のいずれかの者。）が次のいずれかに該当しないこと。
1. 役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時業務委託契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為等の防止に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められる。
1. 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる。
1. 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる。
以　上　　

令和　　年　　月　　日

所在地							

事業者名							

代表者名							
